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報
〇 農 林 水 産 省 告 示 第 七 百 十 三 号

農 薬 取 締 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 八 十 二 号 ） 第 三 条 第 九 項 の 規 定 に よ り 、 令 和 七 年 四 月 九 日 付 け を

も っ て 次 の 農 薬 を 登 録 し 、 同 法 第 十 三 条 の 規 定 に よ り 公 告 す る 。

令 和 七 年 五 月 十 四 日 農 林 水 産 大 臣 江 藤 拓

登録番号 農 薬 の 種 類 農 薬 の 名 称 製造者又は輸入者の氏名及び住所
24962 ミヤコカブリダニ剤 ミヤコ・ワーカー 兵庫県神戸市灘区新在家南町一丁目２番

１号 小泉製麻株式会社 取締役社長
小泉康史

24963 展着剤 ミックスセーフ 北海道北広島市北の里27番地４ ホクサ
ン株式会社 代表取締役社長 畠山直樹

〇 経 済 産 業 省 告 示 第 七 十 九 号

経 済 施 策 を 一 体 的 に 講 ず る こ と に よ る 安 全 保 障 の 確 保 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 令 和 四 年 法 律 第 四 十 三

号 ） 第 五 十 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 次 に 掲 げ る 者 を 特 定 社 会 基 盤 事 業 者 と し て 指 定 し た の で 、 同 条

第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の と お り 公 示 す る 。

令 和 七 年 五 月 十 四 日 経 済 産 業 大 臣 武 藤 容 治

一 特 定 社 会 基 盤 事 業 者 の 指 定 を 受 け た 者 の 名 称 及 び 住 所

つ が る オ フ シ ョ ア エ ナ ジ ー 合 同 会 社 青 森 県 つ が る 市 木 造 有 楽 町 四 十 五 番 地 の 一

特 定 社 会 基 盤 事 業 者 の 指 定 に 係 る 特 定 社 会 基 盤 事 業 の 種 類

発 電 事 業

特 定 社 会 基 盤 事 業 者 の 指 定 を し た 日

令 和 七 年 五 月 十 三 日

二 特 定 社 会 基 盤 事 業 者 の 指 定 を 受 け た 者 の 名 称 及 び 住 所

Ｅ Ｆ ｌ ｏ ｗ 合 同 会 社 大 阪 府 大 阪 市 中 央 区 高 麗 橋 三 丁 目 一 番 六 号

特 定 社 会 基 盤 事 業 者 の 指 定 に 係 る 特 定 社 会 基 盤 事 業 の 種 類

特 定 卸 供 給 事 業

特 定 社 会 基 盤 事 業 者 の 指 定 を し た 日

令 和 七 年 五 月 十 三 日

本件事業のうち、「一般国道17号改築工事
（本庄道路）」（以下「本体事業」という。）は、
道路法（昭和27年法律第180号）第３条第２
号に掲げる一般国道に関する事業であり、ま
た、本体事業の施行により遮断される町道の
従来の機能を維持するための付替工事（以下
「関連事業」という。）は、同条第４号に掲げ
る市町村道に関する事業であり、いずれも法
第３条第１号に掲げる道路法による道路に関
する事業に該当する。
したがって、本件事業は、法第20条第１号
の要件を充足すると判断される。
２ 法第20条第２号の要件への適合性
起業者である国土交通大臣は、道路法第12
条本文の規定に基づき本体事業を行うことと
されており、また、関連事業の施行に際し必
要な道路管理者の同意を得ているほか、既に

本件事業を開始していることなどの理由か
ら、本件事業を遂行する充分な意思と能力を
有すると認められる。
したがって、本件事業は、法第20条第２号
の要件を充足すると判断される。
３ 法第20条第３号の要件への適合性
 得られる公共の利益
一般国道17号（以下「本路線」という。）
は、東京都中央区を起点とし、新潟県新潟
市に至る延長約465㎞の主要幹線道路であ
る。
本路線が通過する埼玉県本庄市及び児玉
郡上里町は、ねぎ、ブロッコリーなどの露
地野菜やきゅうり等の施設野菜の生産が盛
んな地域であり、収穫された農産物は、本
路線等を利用して県内外へ出荷されてい
る。
しかしながら、本件区間に対応する本路
線（以下「現道」という。）は、物流等に広
く利用されるとともに、本庄市及び上里町
の既成市街地を通過し、周辺に店舗、住居
等が存していることなどから、物流等によ
る通過交通と地域住民による地域内交通と
がふくそうし、交通混雑が発生するなど、
主要幹線道路としての機能を十分に発揮で
きていない状況にある。
令和３年度全国道路・街路交通情勢調査
によると、現道の自動車交通量は、児玉郡
上里町勅使河原1807地内で26814台／日で
あり、混雑度は162から185となっている。
本件事業の完成により、本件区間が現道
の通過交通等を分担することから、現道に
おける交通混雑の緩和が図られるなど、安
全かつ円滑な自動車交通の確保に寄与する
ことが認められる。
したがって、本件事業の施行により得ら
れる公共の利益は、相当程度存すると認め
られる。
 失われる利益
本件事業が生活環境に与える影響につい
ては、都市計画手続において、都市計画決
定権者である埼玉県知事及び群馬県知事
が、環境影響評価法（平成９年法律第81号）
等に基づき、平成21年１月に大気質、騒音
等について環境影響評価を実施しており、
また、計画交通量の見直し及び上記の評価

〇 国 土 交 通 省 告 示 第 三 百 七 十 四 号

土 地 収 用 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 二 百 十 九 号 。

以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 十 条 の 規 定 に 基 づ き 事 業

の 認 定 を し た の で 、 法 第 二 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に

基 づ き 次 の と お り 告 示 す る 。

令 和 七 年 五 月 十 四 日
国 土 交 通 大 臣 中 野 洋 昌

第１ 起業者の名称 国土交通大臣
第２ 事業の種類 一般国道17号改築工事（本庄
道路・埼玉県児玉郡上里町大字金久保地内）
及びこれに伴う町道付替工事

第３ 起業地
１ 収用の部分 埼玉県児玉郡上里町大字金久
保地内
２ 使用の部分 なし
第４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、法第20
条各号の要件を全て充足すると判断されるた
め、事業の認定をしたものである。
１ 法第20条第１号の要件への適合性
「一般国道17号改築工事（本庄道路）及び
これに伴う町道付替工事」（以下「本件事業」
という。）は、埼玉県本庄市沼和田字観音堂地
内から群馬県高崎市新町字町南地内までの延
長70㎞の区間（以下「本件区間」という。）
を全体計画区間とする一般国道改築工事及び
これに伴う町道付替工事であり、申請に係る
事業は、本件事業のうち、上記の起業地に係
る部分である。


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